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外国人雇用対策課
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外国人求職者の状況

新規求職者件数（外国人求職者が新たにハローワークに求職者登録した件数）及び相談件数（外国人求職者が
がハローワークの窓口に訪れた件数）については、リーマンショック後、それぞれ、平成２１年１月、平成２１年６月
をピークに減少傾向にあったものの、平成２３年１２月を底に再び増加傾向で推移している。
リーマンショック前と比較すると、新規求職者数は約１．６倍、相談件数は約２．８倍の高い水準で推移している。
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※通訳を配置しているハローワーク等における取扱件数の推移
（年度）

2013年7月
相談件数：26,760件

ピーク：2009年1月
求職者数：21,067件
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リーマンショック前
：2008年8月

相談件数：9,610件
求職者数：3,890人
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2013年7月
求職者数：6,212人

201１年12月
相談件数：15,872件

201１年12月
求職者数：3,939人
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日系定住外国人の雇用の安定に向けた課題日系定住外国人の雇用の安定に向けた課題

経済の持ち直しにより、短期の就労が戻ってきたものの、不安定雇用の構造は変わらず。

○事業主に対する外国人指針（※）の周知・啓発や、外国人指針に基づく事業所指導により、外国人労働者の雇用
管理改善を促進。 ※雇用対策法第８条に定める事項に関し、事業主が適切に対処することができるよう、事業主が講ずべき必要な措置について規定。

外国人の適正就労・安定雇用に向けた取組外国人の適正就労・安定雇用に向けた取組

○平成２０年秋に発生した経済危機の下、派遣・請負等の不安定な雇用形態にある日系人労働者の解雇・雇止め
が相次ぎ、日系人が多数居住する、いわゆる日系人集住地域のハローワークに支援を求めて多数の方が来所。

○また、日本語能力の不足や我が国の雇用慣行の不案内に加え、職業経験も不十分であるため、自力による再就
職は極めて厳しい。

○平成21年度以降、通訳・相談員の配置増など、機動的な相談・支援機能の強化を実施。

日系定住外国人に対する取組日系定住外国人に対する取組

日系人に対する雇用対策 ～①概要～

ハローワークへの
通訳・相談員の
配置による
機能の整備

日本語能力
向上の支援

外国人に配慮
した職業訓練
機会の確保

（１）通訳配置所数

（２）外国人専門相談員の配置

「日系人就労準備研修」の実施
（平成２１年度～）
・日本語を含む職場でのコミュニケーション能力の強化
・日本の労働法令や雇用慣行の基本的知識
・履歴書の作成指導や模擬面接

公共職業訓練（平成２４年度）
・１３コース（定員１９０名）実施
求職者支援訓練（平成２４年度）

・２８コース（定員６４６名）実施

７３箇所
１１人

受講者実績
・２１年度 ６，２９８人
・２２年度 ６，２８８人
・２３年度 ４，２３１人
・２４年度 ３，５７６人

平成２０年度

１１７箇所
１２１人

２，８００人規模
を計画

外国人の訓練機会の確保に向けた
都道府県と労働局・

ハローワークの連携強化
を進める。

平成２５年度計画こ
れ
ま
で
の
実
績

平成２５年度

○平成21年度以降、通訳・相談員の配置増など、機動的な相談・支援機能の強化を実施。
○将来的にも日本で安定して働けるよう、日本語能力向上等を図る就労準備研修を実施。
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受講者の既存の日本語能力に合わせ、以下のようなコース等を設定
・ 日本語教育も含めた職場でのコミュニケーション能力の強化

日系人が集住する地域において、安定就労への意欲及びその必要性の高い日系人
求職者を対象に、日本語コミュニケーション能力の向上、我が国の労働法令、雇用慣
行、労働・社会保険制度等に関する知識の習得に係る講義・実習を内容とした就労準
備研修を専門的なノウハウを有する機関へ委託して実施することにより、就労に必要な
知識やスキルを習得させ、円滑な求職活動を促進し、もって安定雇用の促進を図るも
のである。（平成２１年度より実施）

事業目的

研修内容

職場見学

就労講義

日本語講義

日系人に対する雇用対策 ～②日系人就労準備研修事業概要～

＜平成２３年度実績＞
○実施地域・・・１５県７５市町村 ○総受講者数・・・４，２３１人 ○実施コース数・・・２９０コース

＜平成２４年度実績＞
○実施地域・・・１４県７０市町村 ○総受講者数・・・３，５７６人 ○実施コース数・・・２２７コース

２６年度概算要求額 ： ５８３，１３４千円 （２５年度予算額 ： ５９５，１３４千円）
※２５年度と同規模の研修が出来るように要求

・ 日本語教育も含めた職場でのコミュニケーション能力の強化
・ 日本の労働法令、雇用慣行等の基本的知識
・ 履歴書の作成指導、面接シミュレーション
・ 専門分野（介護現場）において使用する日本語の習得 等

平成２５年度実施地域
（１３県７２市町村）

予算額等

研修実績及び計画数
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日系人就労準備研修
（１～３で約２１０コース）

安定した就労

職業訓練
（公共職業訓練、

求職者支援訓練等）

⑧就労準備
コース(90H)

（介護、サービス、製造）

⑦分野別専門
コース(120H)（介護）

３ 専門コース
（約２０コース）

日本語能力のほか職業訓練によ
り専門分野においてスキルアップ
することにより安定就労へ。

日系人に対する雇用対策 ～③２５年度就労準備研修各コース全体図～

①レベル１

③レベル３

②レベル２

④Ｎ４

⑥Ｎ２

⑤Ｎ３
（中級）

１ 基本コース
(１２０Ｈ・約１４０コース)

（初級）

２ 日本語資格対策コース
(１２０Ｈ・約５０コース)

職場での対人関係にある程
度配慮した丁寧なコミュニ
ケーションができます！

職場で丁寧で簡単なコミュニ
ケーションができます！

職場での対人関係に配慮し
たやや複雑なコミュニケー

ションができます！

日本語能力試験2級

日本語能力試験3級

日本語能力試験4級
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